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そ

費との比較による差額

の

10 - (1) -

①：予

他

定どおり

平成21年4

　

月から、勤労会館、桃

】

浜町庭球場、軟式庭球

【

場、旧横浜ゴム平塚製

協

造所記念館に制度の導

働

入しました。平成22

：

年4月か
ら西部福祉会

】

館、平成22年10月

目

から市営住宅の導入を

的

決定しました。

Ａ：成

・

果があがった

目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

指定

種

管理者制度導入推進事

類

業

企画部　行財政改革

ハ

推進課

00－xxxx ーxx－xx0000 ○ ド ●

12 協働のまちづく

ソ

りと市民主体の新たな

フ

自治のしくみをはぐく

ト

むために
行政改革の

0

根

1 協働のまちづくりと

拠

市民主体の新たな自治

法

のしくみをはぐくむた

令

めに
位置付け

02 市民

等

主体の公共サービスの

対

展開

市民、利用者

□ □

象

□ □

指定管理者制度の

・

導入が的確に計画的に

受

進められ、公の施設の

益

公の施設の管理運営に

者

ついての検証のため、

事

担い手の見直しを
管理

業

運営について、更なる

期

サービスの向上及び効

間

率化が図られ 実施して

委

指定管理者制度導入に

託

関する考え方、施設の

、

分類・位
ています。 置

協

づけを行い、制度導入

働

への準備をします。

導

【

入対象として検討した

委

施設数 施設

平成20年

託

4月時点で94施設を

：

対象

94 81

94 90

3

指定管理者制度の導入

セ

を決定又は導入した施

ク

設数（累計） 施設

47

・

- - -

19

指定管理者

財

制度の導入施設数（累

団

計） 施設

平成20年4

企

月時点で14施設にお

業

いて導入

14 20

15

Ｎ

19

指定管理者制度導

Ｐ

入による効果額 百万円

Ｏ

市直営による管理運営
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位

担い手の見直し、担い

施

手の見直し、担い手の

策

見直し、

指定管理者公

へ

募等指定管理者公募等

の

指定管理者公募等指定

貢

管理者公募等指定管理

献

者公募等指定管理者公

高

募等

の手続き の手続き

市

の手続き の手続き の手

民

続き の手続き

0 0 0 0

満

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

足

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

度

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

を

0

0 0 0 0 0 0 0

0.

高

00 0.00 0.00

め

0.00 0.35 0.

る

20 0.20 0.20

方

0.20 0.20

0.

策

00 0.00 0.00

業

0.00 0.00 0.

有

00 0.00

0 2,9

効

37 1,672 1,6

性

52 1,652 1,6

継

52 1,652

0 2,

続

937 1,672 1,

に

652 1,652 1,

よ

652 1,652

● ○

る

○ ○ ○ ○ ○

すでに導入

成

している施設の運営状

果

況や、施設の評価結果

向

等を精査し、指定管理

上

者制度の管理にふさわ

の

しい施設について検討

可

して
いきます。

財政健

能

全化による効果を十分

性

に検証し、その効果が

低

見込まれる施設につい

そ

て検討を行っていきま

の

す。

指定管理者制度の

他

導入が進んでいること

事

から、経費削減
の面か

業

らも成果が上がったも

の

のと認識しています。

目

今後
は外部評価も参考

的

に、効果が見込まれる

､

施設について、
制度の

対

推進を図ります。

象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

指定管理者制度導入の

出

目的は、施設の利便性

総

の向上、施
●■ 設維持

合

管理の経費削減であり

評

、本事業は市民の利便

価

性を

□ 高めることから

市

、市民ニーズは高いも

民

のと考えます。 ○
□
□

ニ

指定管理者制度の導入

ー

目的の一つとしては、

ズ

民間活力を
●■ 活用し

高

、施設の利便性を高め

事

ることであり、その推

業

進事

□ 業は、市民満足

目

度を高めることとなり

的

ます。 ○
□
■ 指定管理

の

者制度導入推進事業は

達

、市民の利便性の向上

成

と
●

□ 経費削減であり

状

、厳しい財政状況下で

況

は妥当な事業と考
○

□

必

えます。
○

□
□ 指定管

要

理者制度の導入目的の

性

一つとしては、民間活

市

力を
●

■ 活用した施設

の

維持管理経費の削減で

関

あり、行政運営経費
○

与

■ の効率化につながり

の

ます。
○

□

他市の制度

必

導入による課題や、施

要

設の外部評価結果等を

性

参考に、制度の導入に

低

相応しい施設を精査し

事

、制度導入の目的が最

そ

大限
に活かされるよう

の

検討します。

担い手の

他

見直し、担い手の見直

上

し、担い手の見直し、
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そ

る経費の比較

0.8 -

の

- -

③：遅れている

人

他

員配置に関する業務委

　

託については、慎重に

】

導入を検討しているた

【

め

庁用自動車の運転業

協

務について、委託化の

働

検討を行い。平成22

：

年度に導入を決定しま

】

した。また、市民スポ

目

ーツ広場、王御住運
動

的

公園については、部分

・

委託から完全委託化で

目

の維持管理に平成21

標

年度から移行しました

事

。

Ａ：成果があがった

業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

外部

種

委託化推進事業

企画部

類

　行財政改革推進課

0 ハ0－xxxxxx－x ーx0000 ○ ●

12 協

ド

働のまちづくりと市民

ソ

主体の新たな自治のし

フ

くみをはぐくむために

ト

行政改革の
01 協働の

根

まちづくりと市民主体

拠

の新たな自治のしくみ

法

をはぐくむために
位置

令

付け
02 市民主体の公

等

共サービスの展開

市  対           象   ～ 平成２２年度・

□ □ □ □

市民や企業も

受

公共サービスの担い手

益

であることを踏まえ、

者

的確 適切な業務の推進

事

を図るため、外部委託

業

化によりサービス向上

期

に外部委託化を推進す

間

ることにより、更なる

委

公共サービスの向 や効

託

率化が可能な業務につ

、

いて、新たに業務委託

協

を推進すると
上や行政

働

運営の効率化が図られ

【

ています。 ともに、現

委

在行っている委託業務

託

について内容の精査を

：

行いま
す。

新たに外部

3

委託化した事務事業数

セ

（単年度） 事業

新たに

ク

外部委託化した事務事

・

業数（単年度）

2 2 2

財

1 1

- -

- - - -

外部

団

委託化による経費削減

企

率 %

直営と外部委託に

業

よる経費の比較

3 3

3

Ｎ

.1 3.3

外部委託化

Ｐ

による経費削減額 百万

Ｏ

円

直営と外部委託によ



2 頁

位

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

施

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

策

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

へ

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

の

0 0

0.00 0.00

貢

0.00

0.00 0.

献

40 0.27 0.27

高

0.00 0.00 0.

市

00

0.00 0.00

民

0.00 0.00 0.

満

00 0.00 0.00

足

0 3,357 2,25

度

7 2,230 0 0 0

0

を

3,357 2,257

高

2,230 0 0 0

○ ○

め

○ ○ ○ ○ ●

業務の外部

る

委託化は、財政健全化

方

プランの重点推進期間

策

（平成２２年度から平

業

成２４年度）の取組み

有

項目として位置付けて

効

いま
す。財政健全化プ

性

ランの見直しに合わせ

継

て、継続して見直しを

続

図っていきます。

外部

に

委託化の推進について

よ

、可能な業務を研究し

る

、効果が得られるもの

成

について導入に向け検

果

討します。

職員数の削

向

減と密接な関係がある

上

ため、年度によって成

の

果が出にくい部分もあ

可

りますが、王御住運動

能

公園・大神
スポーツ広

性

場の委託化に伴う各種

低

経費は、直営で行う場

そ

合と比較し、財政負担

の

の軽減となっています

他

。今後は、
事業の効率

事

化も視野に入れ、業務

業

委託の取り組みを検討

の

します。

目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

委託が可能である業務

出

について、委託しコス

総

トの削減を
●□ 推進す

合

ることは、財政健全化

評

を進める上で必要な事

価

業で

□ す。 ○
■
□ 外部

市

委託化の推進により、

民

財政健全化を進め、市

ニ

民の新
●■ たな要望に

ー

対する市の経営資源を

ズ

充てる可能性を生み出

高

□ します。 ○
□
□ 外部

事

委託化により、市の人

業

員等の削減の可能性が

目

高まる
●

□ ことから、

的

事業の推進は、財政健

の

全化の推進の手法のひ

達

○
■ とつとして妥当な

成

ものと考えます。
○

□

状

■ 業務の委託化により

況

コストの削減が図られ

必

、更に軽減さ
●

■ れた

要

分の職員の業務量を、

性

他の業務に充てること

市

で、業
○

□ 務の効率的

の

な推進が図られます。

関

○
□

財政健全化を推進

与

するための重要な施策

の

である業務の外部委託

必

化は、可能な業務につ

要

いて検討し、その効果

性

が得られるものにつ
い

低

ては、積極的に導入を

事

図ります。

委託業務の

そ

見直し委託業務の見直

の

し委託業務の見直し

・

他

委託化の推進 ・委託化

上

の推進 ・委託化の推進
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そ

の解消」を優先したた

の

め。

保育サービスに関

他

する喫緊の課題である

　

「待機児童の解消」の

】

課題解決に努めたため

【

、この事業の検討をま

協

とめるには至りませ
ん

働

でした。

Ｃ：十分に成

：

果をあげることができ

】

なかった

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

保育

種

サービスの担い手見直

類

し事業

健康・こども部

ハ

　こども家庭課

00－ ーxxxxxx－xx0 ド000 ○ ●

12 協働の

ソ

まちづくりと市民主体

フ

の新たな自治のしくみ

ト

をはぐくむために
行政

根

改革の
01 協働のまち

拠

づくりと市民主体の新

法

たな自治のしくみをは

令

ぐくむために
位置付け

等

02 市民主体の公共サ

対

ービスの展開

入所児童象 、保護者       ・        ～ 平受 成２２年度

□ □ □ □

社

益

会情勢の変化や多様化

者

する市民ニーズに的確

事

に対応した保育 限られ

業

た人材や財源を有効活

期

用し、公立保育園の役

間

割、方向性
サービスに

委

より、こども、子育て

託

家庭への支援が充実さ

、

れてい について、アウ

協

トソーシング等を視野

働

に入れながら有識者や

【

市
ます。 民の参加によ

委

り検討し、決定事項を

託

推進します。

- -

- -

：

- -

- -

方向性検討の

3

進捗状況 %

平成20年

セ

度：保育サービスの充

ク

実や、公立保育園の運

・

営についてのアウトソ

財

ーシング等を含めた方

団

向性
の検討70％、平

企

成21年度：検討のま

業

とめ

70 100 (10

Ｎ

0)

60 60

- -

- -

Ｐ

③：遅れている

喫緊の

Ｏ

課題である「待機児童



2 頁

位

0.00 0.43 0.

施

53 0.35 0.00

策

0.00 0.00

0.

へ

00 0.05 0.00

の

0.00 0.00 0.

貢

00 0.00

0 3,7

献

80 4,429 2,8

高

91 0 0 0

0 3,78

市

0 4,429 2,89

民

1 0 0 0

○ ○ ○ ○ ○ ●

満

○

平成２２年度に、検

足

討委員会での方向性を

度

まとめ、「児童サービ

を

ス調整部会(有識者、

高

市民代表等で構成)」

め

に諮り意見をいただ
き

る

、決定した事項につい

方

て平成２３年度に推進

策

します。

平成２２年度

業

に、決定した事項につ

有

いて、保護者、保育士

効

、市民に周知するとと

性

もに、決定事項を推進

継

します。

こどもを取り

続

巻く環境は、少子・高

に

齢化、女性の社会進
出

よ

、家庭や地域の子育て

る

機能の低下など大きく

成

変動して
います。必要

果

とされる様々な保育ニ

向

ーズに対し、的確か
つ

上

迅速に対応するために

の

は、公立保育園の役割

可

分担を明
確にすること

能

は必要です。また、保

性

育士や保護者の理解
と

低

児童の不安解消につな

そ

がるように進める必要

の

がありま
す。

他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

社会情勢の変化や多様

出

化する市民ニーズに的

総

確に対応し
●□ た保育

合

サービスを提供します

評

。

■ ○
□
□ 限られた人

価

材や財源を有効活用し

市

、公立保育園の役割、

民

●■ 方向性について有

ニ

識者や市民の参加によ

ー

り検討します。

■ ○
□

ズ

■ 社会情勢の変化や多

高

様化する市民ニーズに

事

的確に的確に
●

□ 対応

業

すること及び限られた

目

人材や財源を有効活用

的

します
○

□ 。
○

□
□ 公

の

立保育園の役割、方向

達

性について、限られた

成

人材や財
●

■ 源を有効

状

活用するため、有識者

況

や市民の参加により検

必

討
○

■ します。
○

□

公

要

立保育園の役割分担を

性

明確にし、公立保育所

市

の保育士の意見などを

の

反映するとともに、保

関

護者の理解や児童の不

与

安解消につな
がるよう

の

に進めることが課題で

必

す。

検討会の開催 検討

要

会の開催及び検討会の

性

開催及び

検討のまとめ

低

検討のまとめ

0 0 0 0

事

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

そ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

他

0

0 0 0 0 0 0 0

0.

上

00 0.00 0.00



1 頁

そ

営による管理運営費と

の

の比較による差額

7 (

他

7)

①：予定どおり

１

　

　指定管理者制度によ

】

る委託方法の決定及び

【

平成１９・２０年度決

協

算を基にした委託料の

働

算出
２　委託業務の課

：

題の抽出及び平成２２

】

年度委託を目指した移

目

行スケジュールの作成

的

３　指定管理者制度導

・

入に伴う条例改正
４　

目

委託業務内容の分析に

標

基づく、委託業務の仕

事

様書の作成

Ａ：成果が

業

あがった

の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

市営

種

住宅管理運営手法検討

類

事業

まちづくり事業部

ハ

　建築住宅課

00－x ーxxxxx－xx00 ド00 ○ ●

12 協働のま

ソ

ちづくりと市民主体の

フ

新たな自治のしくみを

ト

はぐくむために
行政改

根

革の
01 協働のまちづ

拠

くりと市民主体の新た

法

な自治のしくみをはぐ

令

くむために
位置付け

0

等

2 市民主体の公共サー

対

ビスの展開

     象         ～ ・ 平成２２年度

□ □ □ □

受

市営住宅の管理運営手

益

法の検討により、効率

者

的な管理運営がさ 市営

事

住宅の管理運営手法を

業

改善するため、指定管

期

理者制度をは
れていま

間

す。 じめとしたアウト

委

ソーシングの手法を含

託

め、本市の実情に合わ

、

せた制度を検討します

協

。

検討の進捗率 %

平成

働

20年度：先進自治体

【

の調査・分析30％、

委

平成21年度：手法の

託

検討及び結果に基づく

：

運営準備70％

30 1

3

00 (100)

30 1

セ

00

- -

- -

指定管理

ク

者制度などの管理手法

・

の決定 %

平成20年度

財

：事業スキームの検討

団

等30％、平成21年

企

度：手法の決定及び決

業

定に基づく手続70％

Ｎ

30 100

30 100

Ｐ

指定管理者制度導入に

Ｏ

よる効果額 百万円

市直



2 頁

位

の計画的な長寿命化に

施

取り組む必要がありま

策

す。

市営住宅運営の管

へ

市営住宅運営の管指定

の

管理者制度の

理手法の

貢

検討 理手法の検討及び

献

円滑な導入と安定

検討

高

結果の推進 的な市営住

市

宅管理

の推進

0 0 0 0

民

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

満

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

足

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

度

0

0 0 0 0 0 0 0

0.

を

00 0.00 0.00

高

0.00 1.35 1.

め

35 1.25 0.00

る

0.00 0.00

0.

方

00 0.00 0.00

策

0.00 0.00 0.

業

00 0.00

0 11,

有

328 11,281 1

効

0,324 0 0 0

0 1

性

1,328 11,28

継

1 10,324 0 0 0

続

○ ○ ○ ○ ○ ● ○

検討に

に

基づき、平成２２年度

よ

に指定管理者制度を導

る

入することによって、

成

検討事業は終了としま

果

す。

指定管理者制度の

向

導入決定により、平成

上

２２年度以降、
平塚市

の

営住宅ストック総合活

可

用計画に基づき、市営

能

住宅
の計画的な長寿命

性

化に取り組まなければ

低

ならないと考え
ます。

その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

民間事業者の管理運営

出

手法による効率化・合

総

理化を検討
●■ し、入

合

居者サービスの向上を

評

目指します。ただし、

価

公営

■ 住宅法に基づく

市

市営住宅の管理は、業

民

務委託範囲に制限 ○
□

ニ

があることから、市の

ー

関与の必要性はありま

ズ

す。

□ 専門家（民間事

高

業者）による迅速な対

事

応により入居者サ
●■

業

ービスの向上が見込ま

目

れるとともに建物の維

的

持管理のノ

□ ウハウを

の

導入することで長寿命

達

化や安全な施設管理に

成

繋 ○
■ がります。

■ 賃

状

貸住宅は民間事業者の

況

市場が整備され、公営

必

住宅の特
●

□ 殊性を考

要

慮しても、民間事業者

性

に蓄積されている管理

市

運
○

■ 営手法の導入を

の

実施すべきと考えます

関

。
○

□
□ 賃貸借住宅に

与

おける民間事業者の管

の

理運営手法を活用す
●

必

□ ることで迅速で適切

要

な対応が図れる可能性

性

があるととも
○

■ に、

低

効率性や経済性の向上

事

が見込めると考えます

そ

。
○

□

指定管理者制度

の

の導入後は、平塚市営

他

住宅ストック総合活用

上

計画に基づき市営住宅



1 頁

そ

新たな燃せるごみ制度

の

等、平成23年度：枝

他

草、有害ごみ制度等

2

　

2 4 4 1

2 2

運営経費

】

削減額 百万円

業務見直

【

しによる削減額

3 9 -

協

収入確保額 百万円

手数

働

料等の見直しによる増

：

収効果

24 - -

①：予

】

定どおり

　医療ごみに

目

ついて見直しを終了し

的

ました。特定ごみ制度

・

について、検討を行い

目

平成21年度かぎりで

標

廃止することになりま

事

した
。臨時ごみについ

業

て手数料の支払い方法

の

を変更し、平成22年

概

度から実施します。

Ａ

要

：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

ごみ

種

収集運搬・処理体制改

類

善事業

　環境部　環境

ハ

業務課・資源循環課・

ー

大神環境事業センター

ド00－xxxxxx－ ソxx0000 ○ ●

12

フ

協働のまちづくりと市

ト

民主体の新たな自治の

根

しくみをはぐくむため

拠

に
行政改革の

01 協働

法

のまちづくりと市民主

令

体の新たな自治のしく

等

みをはぐくむために
位

対

置付け
02 市民主体の

象

公共サービスの展開

　

・

平塚市廃棄物の減量化

受

、資源化及び適正処理

益

等に関する条例

市民・者 事業者 平成２０年度 事 ～ 平成２４年度

□ □

業

□ □

　ごみの収集運搬

期

・処理業務を見直すこ

間

とにより、効率的・効

委

　効率的・効果的なご

託

みの収集運搬・処理業

、

務を行うため、直
果的

協

な業務が行われていま

働

す。 営で行っている業

【

務について検討します

委

。
　

　検討会議の開催

託

回数 回

　ごみの収集か

：

ら処理までを効率的体

3

制とするために庁内関

セ

係課と排出抑制策、収

ク

集運搬体制、処理体
制

・

のあり方と見直しを検

財

討します。

10 20

1

団

3 14

検討する制度数

企

件

平成20年度：医療

業

、特定ごみ等、平成2

Ｎ

1年度：粗大、臨時ご

Ｐ

み等、平成22年度：

Ｏ

生ごみ、不燃ごみ等、



2 頁

位

枝草、有害ごみ制収集

施

体制全般につ

み等の検

策

討 度等の検討 制度等の

へ

検討、新度等の検討。

の

新たいて検討

たな燃せ

貢

るごみ制な燃せるごみ

献

収集

度等の検討 制度等

高

の検討

0 0 0 0 0 0 0

市

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

民

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

満

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

足

0 0 0 0 0

0.00 0

度

.00 0.00

0.0

を

0 1.00 1.00 1

高

.00 1.00 1.0

め

0 0.00

0.00 0

る

.00 0.00 0.0

方

0 0.00 0.00 0

策

.00

0 8,391 8

業

,356 8,259 8

有

,259 8,259 0

効

0 8,391 8,35

性

6 8,259 8,25

継

9 8,259 0

● ○ ○

続

○ ○ ○ ○

　既存の廃棄

に

物対策審議会及び廃棄

よ

物検討会、部門別検討

る

部会などを活用して、

成

さらに効率的な運営が

果

できるよう改善を推進

向

し
ていきます。　

　事

上

業系ごみ（特定ごみ）

の

制度を廃止することに

可

よる収集体制の検討・

能

協議を行います。施設

性

運営３業務の効率化、

低

直営の必要
性を検討し

そ

ます。

　効率的、効果

の

的な収集、処理業務に

他

向け、各種ごみ収
集制

事

度や処理体制の検討を

業

進めていきます。

の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

ごみの収集・処理業務

出

については直営で行う

総

業務と民間
●■ 事業者

合

に委託していく業務と

評

区分が必要です。

■ ○

価

□
■ ごみ量及びコスト

市

の削減は、集中改革プ

民

ラン、次期環境
●■ 事

ニ

業センター建設に必要

ー

な要素です。

□ ○
□
■

ズ

ごみ制度と収集方法及

高

び施設運営方法を改善

事

することに
●

■ より、

業

事務量と人員削減効果

目

は大きい事業です。
○

的

■
○

□
■ ごみの収集・

の

処理に民間事業者を活

達

用することにより、
●

成

■ 減量化とコスト削減

状

の効果は大きい事業で

況

す。
○

■
○

■

検討会等

必

において、各種ごみ制

要

度や運営業務について

性

、効率化、委託化、コ

市

スト削減を進めていき

の

ます。ごみ収集運搬及

関

び処理
の効率化を進め

与

ていくには、トータル

の

コストを削減するとい

必

う観点での理解が必要

要

です。収入を上回る支

性

出削減、人件費を下回

低

る委託料等、次期環境

事

事業センター建設と収

そ

集・処理体制の整合性

の

を図ります。

医療ごみ

他

、特定ご粗大、臨時ご

上

み制生ごみ、不燃ごみ



1 頁

そ

- - 1 1 1 1

- -

- -

の

- - - -

③：遅れてい

他

る

導入目的を確実に達

　

成し、継続するための

】

制度の仕組みを更に研

【

究する必要があるため

協

制度の導入による効果

働

、制度の安定的な継続

：

のための仕組みづくり

】

を検討しました。

Ｃ：

目

十分に成果をあげるこ

的

とができなかった

・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

提案

種

型アウトソーシング導

類

入事業

企画部　行財政

ハ

改革推進課

00－xx ーxxxx－xx000 ド0 ○ ●

12 協働のまち

ソ

づくりと市民主体の新

フ

たな自治のしくみをは

ト

ぐくむために
行政改革

根

の
01 協働のまちづく

拠

りと市民主体の新たな

法

自治のしくみをはぐく

令

むために
位置付け

02

等

市民主体の公共サービ

対

スの展開

市民、団体

□

象

□ □ □

アウトソーシン

・

グを進めるにあたり、

受

民間から提案を募り、

益

民 市が行っている事務

者

事業について、民間か

事

らの提案を受け、審
間

業

事業者等の専門知識や

期

ノウハウなどを取り入

間

れることによっ 査の結

委

果、サービス向上等に

託

つながる業務を外部委

、

託化するた
て、公共サ

協

ービスの質の向上や行

働

政運営の効率化が図ら

【

れてい め、仕組みを検

委

討し、実施します。
ま

託

す。

導入・実施までの

：

進捗状況 %

平成20年

3

度：仕組み検討40％

セ

、平成21年度：施行

ク

40％、平成22年度

・

：本格導入20％

40

財

80 100 - -

40 4

団

0

応募数 件

事業者等か

企

ら提案のあった件数

-

業

- - 2 2 2

アウトソー

Ｎ

シングした事業数 事業

Ｐ

公募後、実際にアウト

Ｏ

ソーシングした事業数
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位

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

施

.00 0.00 0.0

策

0

0.00 0.30 0

へ

.28 0.18 0.1

の

8 0.18 0.18

0

貢

.00 0.00 0.0

献

0 0.00 0.00 0

高

.00 0.00

0 2,

市

518 2,340 1,

民

487 1,487 1,

満

487 1,487

0 2

足

,518 2,340 1

度

,487 1,487 1

を

,487 1,487

●

高

○ ○ ○ ○ ○ ○

制度の導

め

入に期待する効果は必

る

要性が高く、また、市

方

職員のコスト削減や事

策

務改革等の意識向上に

業

つながるものと考えま

有

す。

制度の導入に関わ

効

る費用対効果や民間事

性

業者等に担っていただ

継

く業務の安定性、継続

続

性等について、慎重な

に

検討を進め、平成２
３

よ

年度に導入していきま

る

す。

平成21年度は、

成

本市に適した制度の検

果

討をいたしました
。今

向

後、他市の導入状況を

上

踏まえ、導入について

の

の慎重
な検討を進めま

可

す。

能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

公共サービスの質の向

出

上や行政運営の効率化

総

を図るため
●□ 、本事

合

業の必要性は高いもの

評

と考えます。

□ ○
■
□

価

民間からの提案を募り

市

、民間事業者等の専門

民

知識やノウ
●■ ハウ等

ニ

を活用し、市民サービ

ー

スの向上を図ることは

ズ

、市

□ 民満足度の向上

高

につなげるものと考え

事

ます。 ○
□
□ 民間から

業

の提案に基づき、業務

目

を担ってもらうことは

的

、
●

□ 市の組織のスリ

の

ム化に向けた方策とし

達

て妥当性があるも
○

■

成

のと考えます。
○

□
□

状

民間からの提案を募り

況

、民間事業者等の専門

必

知識やノウ
●

■ ハウな

要

どを取り入れ、市民サ

性

ーヘビスの向上や行政

市

運営
○

■ の効率化を図

の

るものです。
○

□

同様

関

の制度を実施している

与

都市の導入状況や効果

の

を踏まえ、本市に適し

必

た仕組みを検討します

要

。

仕組みの検討 仕組み

性

の検討及び仕組の検討

低

公募実施 公募実施 公募

事

実施

再検討、公募の試

そ

行・審査・公表

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

他

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

上

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
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そ

参画推進紙芝居製作及

の

び啓発事業」の４事業

他

を実施しました。

Ａ：

　

成果があがった

】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

協働

種

事業推進事業

市民部　

類

協働推進課

01－02 ハ0106－13000 ー0 ○ ●

12 協働のまち

ド

づくりと市民主体の新

ソ

たな自治のしくみをは

フ

ぐくむために
行政改革

ト

の
01 協働のまちづく

根

りと市民主体の新たな

拠

自治のしくみをはぐく

法

むために
位置付け

02

令

市民主体の公共サービ

等

スの展開

□ □ □ □

専門

対

的なノウハウやスキル

象

をもつ市民活動団体な

・

どと連携・協 協働のま

受

ちづくりを進めるため

益

、行政が抱える課題に

者

対して市
力し、行政サ

事

ービスが展開されてい

業

ます。 民活動団体など

期

から具体的な提案を募

間

り、契約に基づき、連

委

携
・協力して事業を実

託

施します。

企画提案件

、

数 件

協働事業公開審査

協

会でプレゼンテーショ

働

ンされた企画提案数

6

【

6 8 15 17 19

6 5

委

- -

- - - -

制度に基

託

づく協働事業の実施件

：

数 件

協働事業審査会で

3

採択し、実施した事業

セ

数

- 4 4 11 13 15

ク

- 4

- -

- - - -

①：

・

予定どおり

行政提案型

財

協働事業として「花と

団

緑のふれあい拠点（仮

企

称）花のある景観づく

業

り事業」、「平塚市防

Ｎ

災フォーラム開催事業

Ｐ

」、
「市民活動普及啓

Ｏ

発事業」、「男女共同



2 頁

位

題提示、企画提課題提

施

示、企画提課題提示、

策

企画提

動団体からの企

へ

画研究 案募集、審査決

の

定案募集、審査決定案

貢

募集、審査決定案募集

献

、審査決定

提案募集、

高

審査決 、事業協議、協

市

定、事業協議、協定、

民

事業協議、協定、事業

満

協議、協定

定、事業協

足

議 締結、事業実施 締結

度

、事業実施 締結、事業

を

実施 締結、事業実施

0

高

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

め

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

る

0 0 0 0 0 0 0

0 24

方

9 162 324 324

策

324 324

0 249

業

162 324 324 3

有

24 324

0.00 0

効

.00 0.00

0.0

性

0 0.90 0.85 1

継

.10 1.10 1.1

続

0 1.10

0.00 0

に

.00 0.00 0.0

よ

0 0.00 0.00 0

る

.00

0 7,552 7

成

,103 9,085 9

果

,085 9,085 9

向

,085

0 7,801

上

7,265 9,409

の

9,409 9,409

可

9,409

○ ● ○ ○ ○

能

○ ○

行政提案型協働事

性

業と市民提案型協働事

低

業を実施し、市民の視

そ

点からの課題を市民活

の

動団体と協働で解決し

他

ていきます。

平成23

事

年度は引き続き、行政

業

提案型協働事業と市民

の

提案型協働事業を行い

目

ます。

市民活動団体と

的

行政が、出来るだけ様

､

々なプロセスの過
程に

対

おいて、話し合いの場

象

を設け、協議の積み重

､

ねによ
り、互いの信頼

内

関係を構築していく視

容

点で事業を進めて
いき

分

たいと考えています。

高
受益者負担､補助額

妥当性 中
業務の執行体制(人員配置､業務分担)

低
その他

析
業務プロセス改善による効率化の方策

高
コスト削減の可能性

効率性 中
事業手法(民活の余地､事業形態の検討)

低
その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

自治基本条例の協働の

出

原則を具現化するため

総

、市が関与
●□ し、行

合

政と市民活動団体によ

評

る協働事業を推進して

価

いく

■ ことは、必要で

市

あると考えます。 ○
□

民

□ 協働事業が定着する

ニ

ことにより、市民力が

ー

高まり、市民
●□ 活動

ズ

団体が新たな公共の担

高

い手となることが期待

事

されま

□ す。 ○
■
■ 行

業

政と市民活動団体が対

目

等な立場で事業を実施

的

し、今後
●

□ 、広く協

の

働事業を浸透させてい

達

くことは妥当であると

成

考
○

□ えます。
○

□
□

状

事業自体が市民活動団

況

体との協働事業のため

必

、コスト削
●

□ 減や改

要

善については、困難で

性

す。
○

□
○

■

事業実施

市

前や実施中にお互いの

の

意思確認や情報共有に

関

向けてプロセスなどに

与

時間等を要しますが、

の

簡略化すべきではない

必

と考え
ます。協働事業

要

の実施を通じて、協働

性

を浸透させるとともに

低

、評価検証やプロセス

事

などのノウハウを取得

そ

する機会も重要と考え

の

ています。

課題提示、

他

市民活協働の仕組みの

上

　課題提示、企画提課



1 頁

そ

約締結30％、平成2

の

4年度：施設建設着手

他

20％

10 20

1 1

施

　

設建設着手率 %

平成2

】

2・23年度：公募型

【

プロポーザル実施準備

協

20％、平成24年度

働

：公募型プロポーザル

：

実施30％、平成
25

】

年度：契約締結30％

目

、平成25年度：施設

的

建設着手20％

10 2

・

0 50 100

③：遅れ

目

ている

西口地区の各事

標

業の進捗状況に関連す

事

るため

今後の事業の進

業

め方について検討を行

の

いました。

Ｃ：十分に

概

成果をあげることがで

要

きなかった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

民間

種

活力による再開発推進

類

事業

まちづくり事業部

ハ

　まちづくり事業課

0 ー0－xxxxxx－x ドx0000 ● ○

12 協

ソ

働のまちづくりと市民

フ

主体の新たな自治のし

ト

くみをはぐくむために

根

行政改革の
01 協働の

拠

まちづくりと市民主体

法

の新たな自治のしくみ

令

をはぐくむために
位置

等

付け
02 市民主体の公

対

共サービスの展開

来街象 者・中心商店街

□ ■ □

・

□

民間事業者の持つ専

受

門性やノウハウ、機動

益

性などを活用するこ 駅

者

西口の新しい顔づくり

事

として、まちのにぎわ

業

いや潤いを創出
とによ

期

り、駅西口の魅力アッ

間

プにつながる、駅前の

委

顔づくりと するため、

託

民間活力による再開発

、

事業を推進します。
に

協

ぎわいの創出が期待で

働

きる商業施設の建設に

【

着手しています
。

事業

委

の公表 回

平成21年度

託

：事業方針、平成22

：

年度：募集要領、優先

3

交渉権者決定、平成2

セ

3年度：事業契約の締

ク

結及び
事業概要

- 1

0

・

0

- -

- -

施設建設着

財

手率 %

平成20年度：

団

準備10％、平成21

企

年度：公募型プロポー

業

ザル実施準備10％、

Ｎ

平成22年度：公募型

Ｐ

プロポー
ザル実施30

Ｏ

％、平成23年度：契



2 頁

位

地取得 土地利用基本方

施

針

事業手法の検討 検討

策

委員会立ち上

げ準備

0

へ

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

の

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

貢

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

献

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

高

0

0.00 0.00 0

市

.00

0.00 0.7

民

5 0.50 0.15 0

満

.00 0.00 0.0

足

0

0.00 0.00 0

度

.00 0.00 0.0

を

0 0.00 0.00

0

高

6,294 4,178

め

1,239 0 0 0

0 6

る

,294 4,178 1

方

,239 0 0 0

○ ○ ○

策

○ ○ ○ ●

本事業は、駅

業

西口の新しい顔づくり

有

として民間活力による

効

再開発事業の推進を図

性

るものとして行革事業

継

に位置付けてきました

続

が
、今後は平塚市総合

に

計画実施計画事業であ

よ

る『駅（西口）周辺魅

る

力アップ事業』の中で

成

一体的に推進します。

果

中地に民間複合ビルを

向

誘致して土地使用料を

上

得る収益事
業であるが

の

、駅（西口）周辺魅力

可

アップ事業として進め

能

ます。

性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

まちの賑わいの創出に

出

よる中心市街地の活性

総

化が求めら
○□ れてお

合

り、具体の要素として

評

、駅西口周辺に商業施

価

設の

□ 必要性がありま

市

す。 ●
□
□ 大きな財政

民

負担となる施設建設費

ニ

と維持管理費を民活に

ー

●□ よりクリアすると

ズ

共に、定期借地権の設

高

定により建設後

□ も安

事

定した地代収入や固定

業

資産税収入を確保しま

目

す。 ○
■
■ 最小限の財

的

政負担により、賑わい

の

の創出と併せて歳入の

達

●
□ 確保を目指します

成

。
○

□
○

□
□ 積極的に

状

民活手法を取り入れ、

況

可能な限り少ない財政

必

負
●

□ 担によって事業

要

を実施します。
○

■
○

性

□

西口地区の現在の駐

市

輪場利用者の利便を確

の

保した中で事業を推進

関

するために、第１段階

与

として西口東地自転車

の

バイク駐車場事業
、第

必

２段階として西口西地

要

自転車駐車場事業、第

性

３段階として本事業の

低

順に段階的に整備する

事

必要があることから、

そ

各事業進捗
状況を考慮

の

して事業スケジュール

他

の更なる見直しが必要

上

です。

用地取得交渉 用



1 頁

そ

品質基準の進捗状況 ％

の

H20：概要策定20

他

％、H21：詳細策定

　

30％、H22：運用

】

50％

20 50 100

【

- -

0 0

③：遅れてい

協

る

指針策定に向け引き

働

続き研究を行っている

：

ため

先進都市の事例を

】

研究し、本市に適した

目

指針を検討しました。

的

Ｃ：十分に成果をあげ

・

ることができなかった

目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

アウ

種

トソーシング活用指針

類

策定事業

企画部　行財

ハ

政改革推進課

00－x ーxxxxx－xx00 ド00 ○ ●

12 協働のま

ソ

ちづくりと市民主体の

フ

新たな自治のしくみを

ト

はぐくむために
行政改

根

革の
01 協働のまちづ

拠

くりと市民主体の新た

法

な自治のしくみをはぐ

令

くむために
位置付け

0

等

2 市民主体の公共サー

対

ビスの展開

市     象          ～・  平成２２年度

□ □ □

受

□

アウトソーシングが

益

的確に計画的に進めら

者

れるとともに、導入 広

事

く市民、民間事業者、

業

各種団体等も公共の担

期

い手であること
後の品

間

質が一定の基準に保た

委

れることにより、行政

託

運営の効率 を踏まえ、

、

指定管理者制度や包括

協

的民間委託、ＰＦＩ等

働

の外部
化が図られ、質

【

の高い公共サービスが

委

提供されています。 委

託

託化手法の導入及びモ

：

ニタリングについて、

3

統一的な指針を
策定し

セ

て制度を導入するため

ク

、検討を行い、実施し

・

ます。

- -

- - - -

-

財

-

- - - -

ガイドライ

団

ンの進捗度 %

平成20

企

年度：策定30％、平

業

成21年度：運用準備

Ｎ

40％、平成22年度

Ｐ

：運用30％

30 70

Ｏ

100 - - -

30 30



2 頁

位

他市の事例研究 アウト

施

ソーシングアウトソー

策

シング

ガイドライン及

へ

びガイドライン及び

品

の

質基準の策定及品質基

貢

準の運用、

び運用 検証

献

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

高

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

市

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

民

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

満

0 0

0.00 0.00

足

0.00

0.00 0.

度

30 0.27 0.27

を

0.00 0.00 0.

高

00

0.00 0.00

め

0.00 0.00 0.

る

00 0.00 0.00

方

0 2,518 2,25

策

7 2,230 0 0 0

0

業

2,518 2,257

有

2,230 0 0 0

○ ○

効

○ ○ ○ ● ○

平成２２年

性

度にアウトソーシング

継

活用指針を策定するた

続

め、策定事業としては

に

終了します。

平成21

よ

年度は本市に適した指

る

針を検討しました。今

成

後も
、指針の策定に取

果

り組みます。

向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

外部委託等、アウトソ

出

ーシングについては、

総

多様な手法
●□ が存在

合

することから、市とし

評

て統一した指針を作成

価

し、

□ アウトソーシン

市

グした業務の質の確保

民

のための基準を策 ○
■

ニ

定する必要があります

ー

。

■ 活用指針の策定は

ズ

、アウトソーシングの

高

活用を促し行政
●□ 運

事

営コストの削減となる

業

ことから、財政健全化

目

策の有効

□ な手段とな

的

ります。アウトソーシ

の

ングした業務の品質基

達

○
□ 準の策定は、業務

成

の適切な遂行のために

状

必要です。

■ 活用指針

況

及び品質基準の策定は

必

、アウトソーシングの

要

活
●

□ 用とその効果を

性

高めることとなります

市

。
○

□
○

□
□ 活用指針

の

及び品質基準の策定は

関

、、アウトソーシング

与

の
●

■ 活用とその効果

の

である、行政運営経費

必

の削減が見込まれ
○

□

要

ることから、行政全体

性

の効率化が図ります。

低

○
□

本市に適したアウ

事

トソーシング活用指針

そ

及びアウトソーシング

の

後の品質基準について

他

、具体的な基準を検討

上

する必要があります
。
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